
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

953,000 953,000 953,000 2,859,000 1,098,000 1,098,000 3,294,000 1,098,000 1,098,000 1,098,000 1,098,000 4,392,000 10,545,000

953,000 172,000 2,681,000 3,806,000 73,000 1,171,000 0 4,977,000

1,175,598 639,649 2,937,994 4,753,241 1,149,866 0 5,903,107

953,000 953,000 953,000 2,859,000 1,098,000 1,098,000 3,294,000 1,098,000 1,098,000 1,098,000 1,098,000 4,392,000 10,545,000

953,000 172,000 2,681,000 3,806,000 73,000 0 1,171,000 0 0 0 0 0 4,977,000

1,175,598 639,649 2,937,994 4,753,241 0 0 1,149,866 0 0 0 0 0 5,903,107

目的
(何のために実施する
のか）

地域住民同士のコミュニティ形成を図る場を確保するため。
会館又は集会所を建設等をしようとする町内で組織する団体は、建設予定年の前年11月30日までに補助金交付申請書を
市へ提出し、その申請により基準に該当したときは限度額の範囲内で補助し、完了届のあと検定してから交付。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

会館又は集会所を建設、修繕、解体等をしようとする町内で組織する団体 会館又は集会所を整備にかかる費用負担が軽減、維持管理費の削減によりコミュニティ活動の活発化が期待できる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 会館建設等助成事業 昭和44年度　～　　　　年度

事業性質区分 新規・継続 6－2－1 市長公室課協働推進係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和44年12月から事業を実施。補助率は、事業実施当初 1/3だったものを昭和60年1月から 1/2、平成8年1月からは 2/3に引き上げている。平成16年度行革の際、補助率2/3は維持したが、工事費の増大傾向と近隣状況を考慮して補助上限額を
設定。平成25年より消防用設備の点検費用について補助率10/10の補助を開始。令和2年度より施設の老朽化等によりやむを得ず会館の解体を行う場合の費用補助（補助率10/10）を開始。令和3年度に総務課庶務係より市長公室課協働推進係に
事務移管された。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,098,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 1,098,000

予算計上額 1,098,000

予算計上額 1,098,000

実　績　額 1,149,866

実　績　額 1,149,866

事業費予算の
内容

修繕 2件
905,409円
消防用設備点検
3件 47,256円

修繕 2件
124,593円
消防用設備点検
3件 47,256円

修繕 6件
2,613,342円
消防用設備点検
4件 67,056円

修繕 1件
1,026,666円
消防用設備点検
4件 70,400円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

解体工事件数が
減少したため予
算額は減少し
た。

修繕工事の規模
が小さくなった
ため予算額は減
少した。

修繕・消防用設
備点検ともに、
実施予定の会館
が増加したた
め。

修繕工事の件数
が減少したため
予算額は減少し
た。

修繕工事の件数
が減少したため
予算額は減少し
た。

消防設備点検4
件
72,700円

実績との比較
（増減理由）

急を要する修繕
が年度途中で2
件発生したため
実績額が当初予
算額を上回っ
た。

急を要する修繕
が年度途中で1
件発生したため
実績額が当初予
算額を上回っ
た。

急を要する修繕
が年度途中で3
件発生したため
実績額が当初予
算額を上回っ
た。

急を要する修繕
が1件発生した
ため実績額が当
初予算額を上
回った。

投
　
入
　
さ
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た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 5 5 5 5 5 5 5 5 5

実績値 7 6 11

計画値 80 80 80 80 80 80 80 80 80

実績値 100 83 82

ほぼ達成されている

上がっていない

上がっていない

総合評価 普通である

自己分析：
活動指標、成果
指標による実績
値は共に計画値
を上回ってい
る。地域住民の
コミュニティ形
成を図る場とし
ての町内会館を
確保する効果が
あったと考えら
れる。
また、事業につ
いて理解が進
み、問い合わせ
も増えているこ
とから、会館の
維持管理につい
ての意識が向上
していると考え
られる。

自己分析：
前年度に比べ、
活動指標、成果
指標による実績
値は共に減少し
たが、計画値を
上回っている。
安心・安全に地
域住民のコミュ
ニティ形成を図
る場としての町
内会館を確保す
る効果があった
と考えられる。

自己分析：
交付件数につい
ては昨年度より
増加し、活動指
標は目標値を達
成した。事業に
対する満足度に
ついては昨年度
より減少した
が、成果指標は
目標値を達成し
た。
安心・安全に地
域住民のコミュ
ニティ形成を図
る場としての町
内会館を確保す
る効果があった
と考えられる。

判断理由：
地域コミュニ
ティ形成の場で
ある町内会館の
建設等に対し補
助することは町
内会活動の支援
につながる事業
であり、町内会
が必要に応じて
補助申請を行う
ことから、3・4
年度の実績とし
ては一定の効果
があったものと
考えられるため
「普通である」
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付件数 指標の求め方：1年間の交付件数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事業に対する満足度 指標の求め方：事業完了後の会館等使用再開時における事業に対する満足度（５段階評価中、大変良い、良いの回答を得た割合）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

5

6

成果指標１
（単位/％）

80

100

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
前年度と比較し
交付件数につい
ては減少したが
成果指標による
実績値について
は上回ってい
る。安心・安全
に地域住民のコ
ミュニティ形成
を図る場として
の町内会館を確
保する効果が
あったと考えら
れる。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
事業の目的や対象について理解が進み、一定の効果があったものと
考えられるため、安心・安全に地域住民のコミュニティ形成を図る
場としての町内会館を確保していくため「現状のまま継続」とし
た。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

528,000 528,000 528,000 1,584,000 588,000 528,000 1,644,000 528,000 528,000 528,000 588,000 2,172,000 5,400,000

528,000 528,000 528,000 1,584,000 528,000 1,056,000 0 2,640,000

528,000 528,000 528,000 1,584,000 528,000 0 2,112,000

528,000 528,000 528,000 1,584,000 588,000 528,000 1,644,000 528,000 528,000 528,000 588,000 2,172,000 5,400,000

528,000 528,000 528,000 1,584,000 528,000 0 1,056,000 0 0 0 0 0 2,640,000

528,000 528,000 528,000 1,584,000 0 0 528,000 0 0 0 0 0 2,112,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

補助金

実　績　額 528,000

事業費予算の
内容

補助金 補助金 補助金 補助金

事 業 費 合 計 計　画　額 528,000

予算計上額 528,000

予算計上額 528,000

実　績　額 528,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 528,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

町内会は、地域に暮らす人々とのつながりにより成り立つ地域コミュニティの最も基礎的な組織であるが、今日における価値観の多様化や生活環境の変化によりコミュニティの希薄化が進んでいる。
その結果として、町内会への未加入世帯の増加や行事への参加者が減少しているほか、役員の高齢化や担い手不足、運営財源の問題などが生じている。
これまで、行政と地域とのパイプ役を担う町内会連合会に対し、昭和46年度から現在まで毎年528,000円の補助金を交付するなどの支援を行っているほか、町内会の取り組みを広く知っていただき、多くの方が積極的に参加できるような体制
をつくるために広報紙や市ホームページ、チラシの配布などにより町内会加入促進をＰＲしている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

町内会連合会の実施する事業が円滑に行われるようにし、町内会活動の活性化を図ること。
補助金交付申請に基づき補助金を交付する。
町内会活動の紹介や加入案内を掲載したチラシを作成し、町内会未加入者（町内会）や転入者に配布するとともに、広
報紙及び市ホームページなどを活用して町内会行事や地域の特徴、町内会加入によるメリットを紹介する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

町内会連合会（86町内会、約6,400戸）
町内会組織の事業が円滑に行えるとともに、行政と町内会連合会との連携が確保できる。
町内会への加入を促進し、多くの地域住民が町内会活動に積極的に参加し交流を深めることで、住民相互の信頼関係と
地域の連帯感をもたらし、地域住民が主体的に地域課題の解決に取り組むまちづくりが推進される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 町内会連合会支援事業 昭和38年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 6－2－1 市長公室課協働推進係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 528 528 528 528 528 528 528 528 528

実績値 528 528 528

計画値 6,262 6,186 6,112 5,966 5,885 5,804 5,725 5,646 5,569

実績値 6,194 6,090 5,939

達成されている

上がっていない

上がっていない

総合評価 普通である

自己分析：
補助金の交付に
より連合会は健
全に運営されて
おり、行政と町
内会の連携も図
られている。成
果指標について
は、砂川市の人
口減少が人口ビ
ジョンを上回る
スピードで進ん
でいることもあ
り、達しなかっ
た。

自己分析：
補助金の交付に
より連合会は健
全に運営されて
おり、行政と町
内会の連携も図
られている。成
果指標について
は、砂川市の人
口減少が人口ビ
ジョンを上回る
スピードで進ん
でいることもあ
り、計画値に達
しなかった。

自己分析：
補助金の交付に
より連合会は健
全に運営されて
おり、行政と町
内会の連携も図
られている。成
果指標について
は、砂川市の人
口減少が人口ビ
ジョンを上回る
スピードで進ん
でいることもあ
り、計画値に達
しなかった。

判断理由：
補助金の計画値
どおりの交付に
より、連合会は
健全に運営され
ており、行政と
町内会の連携も
図られている
が、成果指標で
ある町内会加入
世帯数が、砂川
市の人口減少が
人口ビジョンを
上回るスピード
で進んでいるこ
ともあり、達成
度については若
干低い評価とな
るため「普通で
ある」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
補助金の交付に
より連合会は健
全に運営されて
おり、行政と町
内会の連携も図
られている。成
果指標について
は、砂川市の人
口減少が人口ビ
ジョンを上回る
スピードで進ん
でいることもあ
り、計画値に達
しなかった。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
補助金の交付により町内会連合会の実施する事業が円滑に行われ、
地域に暮らす人々とのつながりにより成り立つ地域コミュニティの
最も基礎的な組織である町内会の活動の活性化を図ることができる
と考えるため「現状のまま継続」とした。
今後は、町内会の取り組みを広く知っていただき、多くの方が積極
的に参加できるような体制をつくるため、市ホームページ、チラシ
の配布などにより町内会活動を紹介し加入促進を図っていきたい。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

528

528

成果指標１
（単位/人）

6,039

5,846

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：町内会加入世帯数 指標の求め方：町内会加入世帯数（計画値は人口ビジョンによる減少率を反映）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：町内会連合会事業への補助額 指標の求め方：町内会連合会事業への補助額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－4－1 6－1－1 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,317,000 4,317,000 4,317,000 12,951,000 4,444,000 4,444,000 13,332,000 4,444,000 4,444,000 4,444,000 4,444,000 17,776,000 44,059,000

4,317,000 4,474,000 4,464,000 13,255,000 4,454,000 8,898,000 0 22,153,000

3,387,900 3,489,700 3,529,600 10,407,200 3,592,000 0 13,999,200

4,317,000 4,317,000 4,317,000 12,951,000 4,444,000 4,444,000 13,332,000 4,444,000 4,444,000 4,444,000 4,444,000 17,776,000 44,059,000

4,317,000 4,474,000 4,464,000 13,255,000 4,454,000 0 8,898,000 0 0 0 0 0 22,153,000

3,387,900 3,489,700 3,529,600 10,407,200 0 0 3,592,000 0 0 0 0 0 13,999,200

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で事業割の実
績額が減。6町
内会が不交付。

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で事業割の実
績額が減。4町
内会が不交付。

事業割の実績額
が減。5町内会
が不交付。

事業割の実績額
が減。5町内会
が不交付。

前年度予算と
の比較

（増減理由）

186千円の減。
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響による活動減
を反映させたた
め。

157千円の増。
新型コロナウイ
ルス感染症によ
る活動制限が軽
減されることを
見込んだため。

10千円の減。
基準割の減によ
る。

20千円の減。
基準割の減によ
る。

10千円の増。
自主防災設立支
援割の増

基準割 1,435千
円 事業割
2,959千円 自主
防災組織設立支
援割 60千円

実　績　額 3,592,000

事業費予算の
内容

基準割 1,490千
円 事業割
2,787千円 自主
防災組織設立支
援割 40千円

基準割 1,475千
円 事業割
2,959千円 自主
防災組織設立支
援割 40千円

基準割 1,465千
円 事業割
2,959千円 自主
防災組織設立支
援割 40千円

基準割 1,445千
円 事業割
2,959千円 自主
防災組織設立支
援割 40千円

事 業 費 合 計 計　画　額 4,444,000

予算計上額 4,444,000

予算計上額 4,444,000

実　績　額 3,592,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 4,444,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

本事業は「砂川市協働のまちづくり指針」に基づき、市民の自主的な活動を促進するとともに、町内会の地域コミュニティ活動の充実・強化を図るため平成25年度より開始した。その後、自主防災組織設立支援割の新設（R元年度～）、事業
割の上限額を3万円から4万円、事業数の上限を3つから4つにしたほか、コミュニティ施設の維持管理経費を対象経費とするなど制度の拡充（R2年度～）を図ることにより町内会の利便性の向上を図ってきた。
町内会では高齢化や担い手不足、新型コロナウイルス感染症への対応などの課題を抱えており、行政としては地域コミュニティの維持のために必要な支援策について、今後も検討していく必要がある。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

地域に暮らす人々がお互いに助け合い、地域コミュニティの充実・強化が図られるように、町内会が実施する地域活動
を支援し、助長する。

町内会による地域活動や地域の身近な課題解決に向けた取り組みを支援するための補助金を交付する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

　町内会が実施する地域活動や地域の身近な課題解決に向けた取り組み
　（１）福祉・健康活動　（２）地域交流活動　　（３）防災・防犯活動　（４）環境美化活動
　（５）広報・調査活動　（６）研修・学習活動　（７）自主防災組織設立活動
　（８）コミュニティ施設の維持管理活動　（９）その他この事業の趣旨にふさわしい事業

活動を支援することによって、町内会における自主的な地域活動が推進されるとともに、地域コミュニティの充実・強
化が図られ、市民が主体的に地域課題の解決等に取り組む協働のまちづくりの推進につながっていく。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 地域コミュニティ活動支援事業 平成25年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 6－2－1 市長公室課協働推進係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 4,317 4,317 4,317 4,317 4,317 4,317 4,317 4,317 4,317

実績値 3,388 3,490 3,530

計画値 90 90 90 90 90 90 90 90 90

実績値 93 95 94

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響を受け事業を
中止した町内会
が多かったこと
に加え、予算額
には若干の余裕
を設定している
ため、活動指標
については達し
ていないが、本
制度の本来の目
的については相
当に浸透、普及
が実現してお
り、活動実体の
ほぼ無い町内会
を除き活用され
ている。また、
各会長、役員か
ら感想を聴取し
ているが、概ね
好評を得てい
る。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響を受け事業を
中止した町内会
が多かったこと
に加え、予算額
には若干の余裕
を設定している
ため、活動指標
については達し
ていないが、本
制度の本来の目
的については相
当に浸透、普及
が実現してお
り、活動実体の
ほぼ無い町内会
を除き活用され
ている。また、
負担の軽減と利
便性向上のため
オンラインでの
申請を開始し、
申請32件、実績
報告16件の電子
申請があった。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で中止してい
た事業を再開す
る町内会が少な
かったことに加
え、予算額には
若干の余裕を設
定しているた
め、活動指標に
ついては達して
いないが、本制
度の本来の目的
については相当
に浸透、普及が
実現しており、
活動実体のほぼ
無い町内会を除
き活用されてい
る。今後はＨＰ
掲載や町内会回
覧での活動紹介
の件数を増やし
ていき、町内会
事業の促進を図
る。

判断理由：
活動指標につい
ては、予算額に
若干の余裕を設
定していること
から達していな
いが、本制度の
本来の目的につ
いては相当に浸
透、普及が実現
しており、活動
実体のほぼ無い
町内会を除き活
用されている。
また、各会長、
役員から感想を
聴取している
が、概ね好評を
得ているため
「良好である」
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標につい
ては達していな
いが本制度の本
来の目的につい
ては相当に浸
透、普及が実現
しており、活動
実体のほぼ無い
町内会を除き活
用されているた
め効果があった
と考えられる。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
本制度の本来の目的については相当に浸透、普及が実現している
が、全町内会に活用されることを達成するため継続していくことと
したい。また、町内会では高齢化や担い手不足などの課題を抱えて
おり、行政としては地域コミュニティの維持のために必要な支援策
について、今後も検討していく必要があるため「現状のまま継続」
とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

4,317

3,592

成果指標１
（単位/％）

90

94

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：制度利用率 指標の求め方：制度を活用して地域コミュニティの強化・充実を図っている町内会数/全町内会数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：補助金額 指標の求め方：決定した事業への補助金支出額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,408,000 3,809,000 3,809,000 12,026,000 4,536,000 4,536,000 13,608,000 4,536,000 4,536,000 4,536,000 4,536,000 18,144,000 43,778,000

4,408,000 4,305,000 4,159,000 12,872,000 6,381,000 11,644,000 0 24,516,000

4,392,845 4,228,443 5,345,731 13,967,019 5,159,439 0 19,126,458

4,408,000 3,809,000 3,809,000 12,026,000 4,536,000 4,536,000 13,608,000 4,536,000 4,536,000 4,536,000 4,536,000 18,144,000 43,778,000

4,408,000 4,305,000 4,159,000 12,872,000 6,381,000 0 11,644,000 0 0 0 0 0 24,516,000

4,392,845 4,228,443 5,345,731 13,967,019 0 0 5,159,439 0 0 0 0 0 19,126,458

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

各コミュニティ
センターの端数
の積み上げによ
る減

各コミュニティ
センターの端数
の積み上げによ
る減

年度途中で急を
要する修繕が発
生したことによ
る増。

各コミュニティ
センターの端数
の積み上げによ
る減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

主に保守点検委
託料が上がった
ことによる増

主に灯油単価の
増

主に灯油単価の
増

管理員経費の見
直し等による委
託料の増

主に修繕料の増

北コミ
3,427千円
南コミ
2,465千円
東コミ
489千円

実　績　額 5,159,439

事業費予算の
内容

北コミ
1,813千円
南コミ
1,976千円
東コミ
619千円

北コミ
1,810千円
南コミ
1,909千円
東コミ
586千円

北コミ
1,803千円
南コミ
1,977千円
東コミ
379千円

北コミ
1,965千円
南コミ
2,144千円
東コミ
1,154千円

事 業 費 合 計 計　画　額 4,536,000

予算計上額 5,263,000

予算計上額 5,263,000

実　績　額 5,159,439

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 4,536,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

下記の時期から、各団体に維持管理を委託し、平成18年4月1日より指定管理者に移行した。
そらっぷセンター運営委員会に平成14年12月、砂川市東地区コミュニティセンター管理運営協議会に平成15年4月、南コミュニティセンター運営委員会に平成17年9月。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

地域住民の生活、文化および教養の向上並びに健康の増進を図る。
　地域町内会により設立されたそらっぷセンター運営委員会、砂川市東地区コミュニティセンター管理運営協議会及び
南コミュニティセンター運営委員会を指定管理者に指定し、管理運営を委託する。
　指定管理者は市からの管理委託費、利用料金収入及び負担金により運営を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

主として空知太地域、東地域、南地域の住民
　地域住民が主体的に管理運営を行うことから、施設利用について有効活用が図られ、管理経費の削減も図られる。
　また、地域のコミュニティ活動、文化・レクリエーション活動、軽スポーツ等を行える施設として気軽に利用される
ことで、地域のコミュニティの輪が広がる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 コミュニティセンター管理運営事業 平成14年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 6－2－1 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 4,408 3,809 3,809 4,536 4,536 4,536 4,536 4,536 4,536

実績値 4,394 15,416 20,746

計画値 22,165 22,165 22,165 22,165 22,165 22,165 22,165 22,165 22,165

実績値 8,876 13,462 17,866

ほぼ達成されている

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である

自己分析：
成果指標である
年間延べ利用者
数は、新型コロ
ナウイルス感染
症の影響により
全体として減少
傾向にあり、主
に北と南コミュ
ニティセンター
が大幅に減少し
た。
今後も施設の周
知を継続し、利
用者数の維持・
増加に努めた
い。

自己分析：
成果指標である
年間延べ利用者
数は、新型コロ
ナウイルス感染
症の影響から回
復し増加傾向に
ある。
今後も施設の周
知を継続し、利
用者数の維持・
増加に努めた
い。

自己分析：
成果指標である
年間延べ利用者
数は、新型コロ
ナウイルス感染
症の影響から回
復し増加傾向に
ある。
今後も施設の周
知を継続し、利
用者数の維持・
増加に努めた
い。

判断理由：
事業の達成度は
一定の評価がで
きるが、成果指
標である利用者
数が計画値に満
たないことなど
から、総合評価
は「普通であ
る」とした。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
成果指標である
年間延べ利用者
数は増加傾向に
ある。
今後も施設の周
知を継続し、利
用者数の維持・
増加に努めた
い。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
引き続き事業を継続し、地域住民の生活、文化および教養の向上並
びに健康の増進を図るため、効率的な運営と利用者数が増加するよ
う努める必要がある。
管理委託費については、原油価格や物価高騰による燃料費や光熱水
費の増加、最低賃金上昇や人手不足による管理員報酬の見直しが必
要となっており全体で増加傾向にある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

4,536

13,960

成果指標１
（単位/人）

22,165

18,453

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：コミュニティセンター利用者数 指標の求め方：年間延べ利用者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：委託料 指標の求め方：委託料合計


